
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [103,844円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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実質公債費比率 [15.3%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [358,336円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

姫路市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
（財政力指数）
　類似団体平均を上回っているものの、合併（平成１８年３月２７日）の影響もあり、前年度より低下している。標準的な行政
を行うために必要な経費が増大しているため、年々低下傾向にあり、今後、行財政構造改革のさらなる推進による経費節
減・合理化を積極的に行い、健全な財政運営に努める。
（経常収支比率）
　類似団体平均を下回っており、財政構造が比較的弾力的であると言えるが、平成１５年度以降上昇している。今後とも、積
極的な行財政構造改革による経常的経費の節減に努める。
（人口１人当たり人件費・物件費等決算額）
　類似団体平均を下回っているものの、前年度より増加している。人件費については、合併により水準がやや低下したもの
の全国指標を上回っており、健全性は維持されている。今後とも組織・人事制度の刷新、効率化と経費節減等、業務執行の
徹底した効率化を進めるとともに民間活用、市民参画などへの取り組みを強化し、公務のスリム化を図ることにより適正の
度合いを深める。
（ラスパイレス指数）
　平成１８年度より給料水準の引下げ、給与カーブのフラット化、枠外昇給制度の廃止、５５歳昇給抑制措置など、給与構

造改革制度を導入した。概ね国家公務員との均衡が図られたものとなっているが、今後はより民間企業の給与制度に準拠す
るため成績査定制度の導入を検討するとともに、高水準となっている初任給基準の見直しに取り組む。
（人口１人当たり地方債現在高）
　類似団体平均より下回っているものの、合併の影響により前年度より増加した。地方債の発行については、今後とも適正な
水準を維持するよう慎重に運用していく。
（実質公債費比率）
　この指標に係る一般会計、特別会計、企業会計及び一部事務組合の地方債の発行及び債務負担行為について中長期の見
直しの下、将来の財政運営に支障を及ぼさないよう適正規模の発行に留意し、今後も18.0%未満で推移するよう努める。
（人口１，０００人当たり職員数）
　合併により水準が低下したものの、類似団体平均を上回っており、良好な水準は維持されている。平成１７年度に策定した
「姫路市行政システム改革プラン」において、平成１７年４月１日から平成２２年４月１日までの定員管理について純減３００人
以上を掲げ、この目標達成のため、事務事業の見直し、職員個々の業務領域の拡大、アウトソーシングの推進、多様な任用制
度の活用に積極的に取り組んでいく。


